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 国際機構が法的には条約により設立されることは、これまでに見てきたとおりである。

では、物理的な設立についてはどうか。国際機構は、国家と異なり領域を持たない。そ

こで、実際に活動しようとすれば、いずれかの国の領域内に施設を置き、人を配置する

必要が出てくる。 
 国家は、たとえ当該国際機構の構成国であろうとも、国際機構の施設を自国領内に受

け入れる一般国際法上の義務は負わない 1。もっとも、国際機構の設立文書には、当該

国際機構の本部が置かれる国を明記するもの（例、国連海洋法条約 2156 条 4 項）があり、

その場合、当該国が当該設立文書の当事国となる場合は、当該国際機構を受け入れる義

務を負うことになる。そのような規定がない場合、また、国際機構がそのようにして明

示された国以外の国に何らかの拠点を置く場合、国際機構と当該国際機構の施設を受け

入れる国との間に条約が締結され、それにより受入条件が定められる。たとえば、国連

は米国と本部協定を締結しており、かつ、国連が施設を置く各国と類似の条約を締結し

ている（例、国連環境計画に関するケニアとの条約、国連大学に関する日本との条約（続）、国

連ジュネーヴ事務局の特権免除に関するスイスとの条約）。もちろん、設立文書により本部が

置かれる国が明記される国際機構であっても、当該国際機構と領域国との関係について

具体的なことを定めるために同様の条約が締結される（例、国際海底機構とジャマイカと

の条約）。 
 国際機構がいずれかの国の領域で活動する場合、当該国の国内法に服することになる。

たとえば、国連大学が日本でビルの賃貸借を行う場合、日本法に従うことになる。しか

し、国際機構がいずれかの国の国内法に全面的に服するとすると、当該国際機構の活動

に対して大きな支障となり得る。そこで、国際機構には免除(immunities)が与えられるの

が通常である。免除とは、法の適用を一定の範囲で受けないことである。たとえば、国

連憲章 105 条に定められており、国連特権免除条約によりさらに詳しく定められてい

る。 
 国にも、その職員にも、一定の範囲で免除が認められる。たとえば、国家は外国の国

内裁判所において訴えられることはない（国家免除(State immunity)あるいは主権免除(sovereign 

immunity)という）3し、外交官は派遣先の国の国内裁判所において訴えられることはない（外

交免除(diplomatic immunity)）4。これらについての詳細は国際法第一部で学んでいるとして、

ここではそれらの基礎に相互性(reciprocity)があることを思い出しておけば足りる。つまり、

たとえば日本の外交官が韓国で免除を受けるのと同様、韓国の外交官も日本で免除を受

                                                        
1 国際司法裁判所は、WHO の地域事務局の移転構想に関して生じた対立について要請された

WHO とエジプトとの間の協定に関する勧告的意見（1980 年）において、地域事務局に関する

WHO とエジプトとの関係は、両者間の合意に基づく契約的関係であることを指摘している

（意見パラ 43）。 
2 国連海洋法条約は、国際海底機構の設立文書という性質も有する。国際海底機構については

国際法第一部で学ぶ。 
3 参照、酒井啓亘ほか『国際法』（有斐閣、2011 年）第 1 編第 2 章第 3 節 1。 
4 参照、酒井ほか・前掲注 3・第 1 編第 1 章第 2 節 4(2)。 

http://www.un.org/Depts/los/convention_agreements/texts/unclos/closindx.htm
https://treaties.un.org/doc/Publication/UNTS/Volume%2011/volume-11-I-147-English.pdf
http://www.unep.org/
http://ask.un.org/loader.php?fid=1614&type=1&key=6ffc350f1e0d372d4e4ef54396f38e17
http://jp.unu.edu/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/A-S51-675_1.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/A-S51-675_2.pdf
http://www.unog.ch/
http://www.unog.ch/
http://www.unog.ch/80256EDD006B8954/(httpAssets)/E896E47AAC100A0DC1256F2500528D9D/$file/Accord%20P%20&%20I%20(1946)%20-%20E.pdf
https://www.isa.org.jm/sites/default/files/documents/EN/Regs/HQ-Agrmt.pdf
https://www.isa.org.jm/sites/default/files/documents/EN/Regs/HQ-Agrmt.pdf
http://www.un.org/en/sections/un-charter/un-charter-full-text/
http://www.un.org/en/sections/un-charter/un-charter-full-text/
http://www.un.org/en/ethics/pdf/convention.pdf
http://www.icj-cij.org/docket/index.php?p1=3&p2=4&k=6c&case=65&code=whomes&p3=4
https://www.isa.org.jm/
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ける。そのため、免除がどの範囲で認められようとも、国家間に不公平は生じない。 
 ところが、国際機構の場合、相互性はそもそもあり得ない。たとえば、国連は、日本

において、上記国連憲章 105 条・国連特権免除条約などに基づき、一定の免除を享有す

る 5。これに対し、「日本は国連においてどの程度の免除を享有するか」を議論すること

はナンセンスである。国連には「国内」裁判所はなく、「国内」不法行為法も「国内」刑

法もない。では、国家が国際機構に免除を認める条約（国連憲章や上記特権免除 6協定など）

を締結するのは、なぜだろうか 7。 
 
 国際機構が享有する免除の内容・範囲を決定するのは、個々の条約である。国連につ

いて言えば、国連憲章 105 条のほか、それを詳細化する国連特権免除条約や専門機関特

権免除条約（続）（続々）があり、さらに、上記日本との国連大学に関する協定など、

個別の国とさらに具体化した特権免除条約がある。 
 国際通貨基金(IMF)を例に見てみよう。IMF 協定 9 条 8 項(i)は、IMF の職員は “shall 
be immune from legal process with respect to acts performed by them in their official capacity 
except when the Fund waives this immunity”と定めている。このように、“with respect to acts 
performed by them in their official capacity”に限定するのは IMF に限らず一般的であり、

それは、国際機構に免除が与えられる理由を示唆する。また、“except when the Fund waives 
this immunity”についても同様である。 
 さて、IMF のトップは専務理事 (Managing Director)というが、前専務理事の Dominique 
Strauss-Kahn は数年前にニューヨークでいろいろと問題を起こした。以下、いずれも日

経記事である。 
 

 ＩＭＦ専務理事を性的暴行容疑で訴追 2011 年 5 月 15 日 
 【ワシントン＝御調昌邦】ニューヨーク市警は 15 日、国際通貨基金（ＩＭ

Ｆ）のストロスカーン専務理事を性的暴行の疑いで逮捕し、当局が訴追したこ

とを明らかにした。米メディアによると、14 日にホテル従業員に暴行した疑

いで、ニューヨークの空港からパリに出発する直前に拘束された。 

                                                        
5 日本が国連特権免除条約に 1963 年に加入するまで、日本における国連の免除は国際連合の特

権および免除に関する国際連合と日本国との間の協定により規律されていた。この協定は、国

連特権免除条約への加入に伴い、協定 11 条 2 項に基づき廃棄された〔外務省告示 155 号、官報

11059 号・昭和 38（1963）年 10 月 25 日〕。 
6 「特権(privileges)」は通常与えられていないが例外的に与えられる権利を、「免除

(immunities)」は通常課される義務から免れる資格を指す。ここでは、国際機構の責任を追及す

る場面を想定しているので、免除の方が重要である。もっとも、特権と免除との区別に神経質

になる意味はあまりない。 
7 ちなみに、国連法務部は、国連特権免除条約の“standards and principles”は一般国際法規則にな

っていると理解している(United Nations Juridical Yearbook, 1967, p. 314, para. 11)。かなり大胆な

主張であり、議論の余地は大いにあるが、この講義では扱わない。 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/B-S39(1)-0657_1.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/B-S39(1)-0657_1.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/B-S39(1)-0657_2.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/B-S39(1)-0657_3.pdf
http://www.imf.org/external/pubs/ft/aa/index.htm
http://www.imf.org/external/np/omd/bios/dsk.htm
http://www.imf.org/external/np/omd/bios/dsk.htm
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/A-S38%283%29-286.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/A-S38%283%29-286.pdf
http://www.un.org/law/UNJuridicalYearbook/
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 ＩＭＦのアトキンソン報道官は 15 日に声明を出し、ストロスカーン専務理

事が性的暴行容疑で逮捕されたことについて「事件についてはコメントできな

い」と語った。「ＩＭＦは完全に機能している」として、逮捕がＩＭＦの業務

に影響しないとの認識を示した。 
 ただＩＭＦは同専務理事を支えてきたリプスキー筆頭副専務理事が任期満

了で８月末に退任すると発表済み。欧州危機への支援などで重要な局面が続く

なか、組織のガバナンス（統治）に影響が出る懸念もある。 
 ストロスカーン専務理事の弁護士はロイター通信に対し、同専務理事が容疑

を否認する方針であることを明らかにした。 
 ストロスカーン専務理事はフランス財務相などを経て、2007 年 11 月にＩＭ

Ｆトップの専務理事に就任。08 年には、元女性職員との不適切な交際で職権

乱用などの疑惑が持たれていたが、外部調査の結果、職権乱用などはなかった

として、続投する経緯になったことがある。 
 

 ＩＭＦ前専務理事の訴追取り下げ決定 ＮＹ裁判所 2011 年 8 月 24 日 
 ニューヨークの裁判所は 23 日、国際通貨基金（ＩＭＦ）のストロスカーン

前専務理事への性的暴行罪の訴追取り下げを認めると決定した。ストロスカー

ン前専務理事はホテル女性従業員への性的暴行罪で起訴されていたが、同従業

員の証言などに矛盾があり、検査当局が訴追取り下げを申請していた。（米州

総局） 
 
 ただし、この刑事事件とは別に、民事訴訟も提起されていた。 

 ＩＭＦ前トップを民事提訴 暴行告訴のホテル従業員 2011 年 8 月 9 日 
 【ニューヨーク＝共同】国際通貨基金（ＩＭＦ）前専務理事ストロスカーン

被告（62）に性的暴行を受けたとして告訴した米ニューヨークのホテル女性従

業員ナフィサトゥ・ディアロさん（32）が８日、ストロスカーン被告に対する

民事訴訟をニューヨークの裁判所に起こした。具体的な損害賠償請求額は示さ

れていない。ＡＰ通信が伝えた。 
 訴状でディアロさん側は、同被告が「野蛮で暴力的な攻撃を加え、ディアロ

さんの女性としての尊厳を奪った」と主張。心の痛みからの完全な回復は不可

能とした。 
 
 この民事訴訟（2012 年 12 月 10 日に和解成立）において、Strauss-Kahn は免除を主張し

た。上記 IMF 協定 9 条 8 項(i)の下で、同氏の免除は認められるだろうか。また、仮にア

メリカ合衆国が専門機関特権免除条約の当事国であったとしたら（そうでないことは、国連

の特権免除条約解説ページの Status をクリックしてリンクをたどれば判る）、同条約 6 条 21 項の下

http://legal.un.org/avl/ha/cpiun-cpisa/cpiun-cpisa.html
http://legal.un.org/avl/ha/cpiun-cpisa/cpiun-cpisa.html
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で、免除が認められることになったであろうか。当該条項は、専門機関の長が外交使節

の有する免除と同様の免除を享有することを定めている。そして、外交使節は、外交関

係に関するウィーン条約 31 条 1 項に定められている範囲において、民事裁判管轄権か

らの免除を享有する（外交特権免除についても、詳しくは国際法第一部で学ぶ）。なお、論旨

が必ずしも明確でないのでここには引用しないが、この民事訴訟を担当したニューヨー

ク州最高裁は Strauss-Kahn による免除の主張を退けている (Diallo v. Strauss-Kahn, 
Supreme Court of the State of New York (County of the Bronx), Decision Index No. 307065/11, 
May 1, 2012)8。 
 
 免除が一定の場合に認められることにそれなりの理由があるとしても、国際機構の相

手方当事者にとっては正当化しがたい不利益を生むことはないだろうか。たとえば、日

本で問題となった事例に、いわゆる国連大学事件（東京地方裁判所 1977〔昭和 52〕年 9 月

21 日決定、判時 884 号 77 頁）がある（後掲別添 1 参照）。注目すべきは、この決定の末尾に

ある「（もっとも遺憾ながらかかる手続は未だ定められていないようである。）」という

部分である。 
 これに対し、アフリカ開発銀行の免除に関するフランス破毀院 2005 年 1 月 25 日判決

（後掲別添 2）は、異なる態度を示した。この事件では、同銀行職員として働いていたフ

ランス人が解雇され、その解雇が不当であるとして争ったものである。アフリカ開発銀

行設立協定 52 条 1 項によれば、銀行はこのような場合、フランス（同協定当事国）の裁

判所において免除を享有する。ところが、破毀院は、そのような条約規定があることに

言及しつつ、本件における同銀行の免除を否定した。 
 しかし、ヨーロッパ人権裁判所は、スレブレニツァの母事件 2013 年 6 月 11 日決定

（後掲別添 3）において、国連大学事件判決に近い判断を示した。 
 このような流れを受けて、フランス破毀院は、国際機構（中央アフリカ諸国銀行）に免

除を認めつつ、免除（本件においては、裁判権免除ではなく執行免除）を認める国家（＝フ

ランス）に対して何らかの賠償ないし補償を要求することができると判示した（2016 年

5 月 25 日判決。後掲別添 4）。 
 これらのうち、どの立場が適切だろうか。あるいは、これら 4 つの判断は整合的に理

解できるのだろうか。あるいは、別のより良い解決策があるのだろうか。被害者（と主張

する者）の保護、および関連条約規定の両方を考慮に入れて、考えてみよう。  

                                                        
8 ちなみに、Strauss-Kahn 辞任後に専務理事に選任された Christine Lagarde は、前職のフランス

財務相時代の行為についてフランスで刑事訴訟を提起され、フランス共和国裁判所（閣僚の刑

事責任を扱う裁判所）の 2016 年 12 月 19 日判決により有罪（ただし刑罰なし）とされた。この

訴訟が可能になったのは、Lagarde の要請により IMF が免除を放棄したからである（報道によ

る）。 

http://legal.un.org/ilc/texts/instruments/english/conventions/9_1_1961.pdf
http://legal.un.org/ilc/texts/instruments/english/conventions/9_1_1961.pdf
http://www.hamamoto.law.kyoto-u.ac.jp/kogi/siryo/2012NY_DSK.pdf
http://www.hamamoto.law.kyoto-u.ac.jp/kogi/siryo/2012NY_DSK.pdf
http://www.hamamoto.law.kyoto-u.ac.jp/kogi/siryo/2012NY_DSK.pdf
http://www.afdb-org.jp/
https://www.courdecassation.fr/cour_cassation_1/in_six_2850/26085_26412_35486_3727/38498_12398_17652.html
http://www.afdb.org/fileadmin/uploads/afdb/Documents/Legal-Documents/Agreement%20Establishing%20the%20ADB%20final%202011.pdf
http://www.afdb.org/fileadmin/uploads/afdb/Documents/Legal-Documents/Agreement%20Establishing%20the%20ADB%20final%202011.pdf
https://www.beac.int/
http://www.imf.org/external/np/omd/bios/cl.htm
http://media.wix.com/ugd/ed2618_f7fce5b5f57d45edbbf1937a0128e75c.pdf
http://www.rfi.fr/france/20161212-affaire-tapie-christine-lagarde-cour-justice-republique-defend-negligence-fmi
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【別添１】 国連大学事件東京地方裁判所決定 1977〔昭和 52〕年 9 月 21 日判時 884 号

77 頁 
 
 債権者 X 
 債務者 国際連合大学 
 右代表者学長 Y 
 
主文 
 債権者の申請を却下する。 
 申請費用は債権者の負担とする。 
 
理由 
 一 本件申請は、債権者が国際連合大学を債務者として、「債務者は債権者を債務者

の職員として処遇しなければならない」との仮処分を求めるものであり、その理由の要

旨は、「債権者は債務者に昭和五一年一〇月四日から秘書として採用され勤務してきた

者であり、その雇用期間（フィックスト・ターム）は三ヶ月となっていたが、特段の事

情のない限り期間満了と共に更新される（更新後の期間は一年となる）ものとして採用

されたのである。しかるに債務者は同年一二月二一日債権者に対し右雇用契約を昭和五

二年一月四日以降更新しない旨の意思表示をした。しかし右更新拒絶（実質的には解雇

である）は何ら正当な事由に基づかないものであるから、解雇権の濫用ないし更新拒絶

権の濫用として無効であり、債権者は昭和五二年一月四日以降もいぜんとして債務者の

職員としての権利を有する。債権者は債務者に対しその旨の確認訴訟を提起する予定で

あるが、その判決確定に至るまで債務者の職員として取扱われないでは著しい損害を蒙

るので、本件地位保全の仮処分を求める。」というのである。 
 二 そこでまず、国際連合大学（以下国連大学という）が国際連合（以下国連という）

とは独立した法人格（当事者能力）を有するか否かが問題である。 
 国連大学は昭和四八年一二月六日第二八回国連総会において採択された国連大学憲

章に基づき設立され、東京にその本部が設置されることになったものであるが、右設立

は国連憲章七条二項、二二条に基づくものであり、従って国連大学は国連の補助機関で

ある。そして国連が国連の特権及び免除に関する条約（昭和三八年四月一八日条約一二

号）一条一項により、専門機関が専門機関の特権及び免除に関する条約（右同日条約一

三号）二条三項により、それぞれ条約上法人格を有し当事者能力を有することが定めら

れているが、国連大学についてはかかる条約上の規定は存しない（国連大学憲章は条約

でないからわが国に対する拘束力を有しない。）。このことからみると、国連大学は単に

国連の一機関であって、法人格（当事者能力）は国連にのみ帰属すると解する余地がな

いわけではない。しかしながら他方、内部的にみると、国連大学憲章によって、国連大
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学は国連の機関ではあるが国連組織の中で自治を享有するものとされ（二条一項）、大

学の経費は各国政府、財団等の拠出金又はその収益によりまかなうものとされ（九条一

項）、学長には一定の範囲で職員の任命権（八条）及び代表権（二条二項）が認められ、

さらには独立自治的機関として国連憲章一〇四条及び一〇五条並びに国連の地位、特権

及び免除に関するその他の国際取極及び国連決議に規定する地位、特権及び免除を享有

し、財産の取得、処分その他の法律行為を行い、協定、契約、取極を締結することがで

きるものと定められている（一一条一ないし三項）など、独立して国際的活動をする組

織として定立されていることが認められ、また、わが国との関係においてみても、国連

大学本部に関する国連と日本国との間の協定（続）（昭和五一年六月二二日条約七号）

（以下大学本部協定という）は、国連大学が国連の機関として国連憲章及び国連の特権

及び免除に関する条約によって与えられる利益並びに国連大学憲章によって与えられ

る利益を享受することを考慮して締結されている（前文）こと、大学が財産を取得した

り売却したり収入を得たりすることを予定して課税免除に関する規定を設けている（七

条）ことからみて、わが国としては、国連大学がわが国において権利義務の主体として

活動することを当然の前提として右協定を締結したものと考えられるのである。 
 これらの事情によれば、国連大学はわが国法上独立した法人格として、訴訟上の権利

能力を有するものと取扱うのが相当というべく、債権者が本件申請の相手方を国連大学

とした点は、適法として是認できる。 
 三 次に、このように法人格を肯定される国連大学がわが国において訴訟手続からの

免除を享有するか否かについて検討する。 
 国連が国連憲章一〇五条、国連の特権及び免除に関する条約二条二項により、また専

門機関が専門機関の特権及び免除に関する条約三条四項により、それぞれ訴訟手続の免

除を享有する旨定められているのに比し、国連大学について免除特権を直接定めた条約

はない（大学本部協定は大学本部職員等について免除特権を定めているが、大学自体の

それについては直接定めていない。）。しかしながら、国連に右のとおり免除特権を承認

した趣旨は、国連という国際機構をしてその目的達成のための国際社会における活動を

全からしめるところにあり、そして国連大学は国連の目的を達成するためにその機関と

して設立されたものであるから、右国連特権条約の趣旨は、国連自体のみならずかかる

国連の機関についても（その機関が独立の法人格を有しないときは機関自体の特権を問

題にする余地はないが、独立の法人格を有すると認められるときにも）免除特権を享有

せしめる意味に解するのが相当であり、国連大学憲章一一条一項は、国連大学が国連憲

章一〇五条並びに国連の特権、免除等に関するその他の国際取極等による特権、免除を

享有するものと定めているところ、それ自体条約としてわが国を拘束するものではない

が、わが国が、大学本部協定を、「国連大学が国連の機関として国連憲章及び国連の特

権及び免除に関する条約によって与えられる利益並びに国連大学憲章によって与えら

れる利益を享受すること」を前提として締結している（協定前文）ことは、右の解釈を

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/A-S51-675_1.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/A-S51-675_1.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/A-S51-675_2.pdf
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裏付けるものということができる。 
 よって国連大学は、わが国法上、免除を明示的に放棄した特定の場合を除き訴訟手続

からの免除を享有するものと解するほかはない。（因みに、前項判断のように国連大学

に訴訟上の法主体性を認めることは、同大学に右免除特権の享有を承認することを前提

として始めて肯定しうるところであって、右免除特権を認める法的根拠がないと判断す

るときは、必然的に右法主体性をも否定する――従って本件申請はその点で却下を免れ

ない――ことにならざるをえないというべく、そうでなければ、国連憲章及び国連の特

権及び免除に関する条約の趣旨にもとることになろう。）。 
 四 そこで当裁判所は本件に関し、最高裁判所、外務省を通じ債務者に対し、右免除

の放棄について照会したところ、債務者から、訴訟手続から免除されることを確認する

旨の意思が伝達された。 
 そうすると、本件についてわが国の裁判所はこれを審理、裁判することができないか

ら、本件申請は却下を免れない。（なお、債務者がわが国の訴訟手続から免除される結

果、債権者の本件に関する救済は、国連組織内の異議申立手続ないし行政裁判所の手続、

又は大学本部協定一四条二一項に基づく国連大学が定める紛争解決手続（もっとも遺憾

ながらかかる手続は未だ定められていないようである。）によるほかはないこととなる。） 
 よって、申請費用につき民訴法八九条を適用して、主文のとおり決定する。 
 （裁判官 濱崎恭生） 
 
【別添２】 アフリカ開発銀行事件 フランス破毀院判決 2005 年 1 月 25 日〔抜粋〕 

[L]a Banque africaine de développement ne peut se prévaloir de l’immunité de juridiction dans le 
litige l’opposant au salarié qu’elle a licencié dès lors qu’à l’époque des faits elle n’avait pas 
institué en son sein un tribunal ayant compétence pour statuer sur des litiges de cette nature, 
l’impossibilité pour une partie d’accéder au juge chargé de se prononcer sur sa prétention et 
d’exercer un droit qui relève de l’ordre public international constituant un déni de justice fondant 
la compétence de la juridiction française lorsqu’il existe un rattachement avec la France. 

【仮訳】アフリカ開発銀行は、自らが解雇した従業員との訴訟において、その事実が

発生した時点において、自らの内部にその種の紛争を処理する権限を有する裁判機関

を有しておらず、そのことは、紛争の一方当事者が自らの主張につき判断する権限を

有する裁判官に訴え出ることができないことを意味し、それは、国際公序 9に属する権

利行使ができないことを意味するため、裁判拒否 10を帰結し、その結果、当該紛争が

フランスと何らかの連結点 11を有する場合には、フランス裁判所の管轄権が基礎づけ

られる。 
 

                                                        
9 国際私法上の公序のことである。参照、櫻田嘉章『国際私法〔第 6 版〕』（有斐閣、2012 年）第 12 章。 
10 司法機関が行使すべき権限を行使しないこと。 
11 これも国際私法上の概念である。櫻田・前掲注 9・19 頁、第 8 章。  

https://www.legifrance.gouv.fr/affichJuriJudi.do?idTexte=JURITEXT000007051781
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【別添３】 スレブレニツァの母事件 ヨーロッパ人権裁判所判決 (Stichting Mothers of 

Srebrenica v. The Netherlands, Application No. 65542/12, Decision on 11 June 
2013)〔抜粋〕 

 スレブレニツァの虐殺の関連でのオランダの責任については既に議論した。その際、

国連に対してもオランダで訴訟が提起されていて、オランダ最高裁が 2012 年 4 月 13 日

の判決において国連の免除を認めたことに触れていた。原告は、最高裁判決後、それが

ヨーロッパ人権条約 6 条違反を構成するとして、ヨーロッパ人権裁判所に訴えた。ヨー

ロッパ人権裁判所は、以下のように述べて訴えを退けた。 

162.  The only international instrument on which individuals could base a right to a remedy 
against the United Nations in relation to the acts and omissions of UNPROFOR 12  is the 
Agreement on the status of the United Nations Protection Force in Bosnia and Herzegovina of 15 
May 1993 […], Article 48 of which requires that a claims commission be set up for that purpose. 
However, it would appear that this has not been done. 

164.  It does not follow, however, that in the absence of an alternative remedy the recognition of 
immunity is ipso facto constitutive of a violation of the right of access to a court. In respect of the 
sovereign immunity of foreign States […]. 

165.  There remains the fact that the United Nations has not, until now, made provision for 
“modes of settlement” appropriate to the dispute here in issue. Regardless of whether Article VIII, 
section 29 of the Convention on the Privileges and Immunities of the United Nations13 can be 
construed so as to require a dispute settlement body to be set up in the present case, this state of 
affairs is not imputable to the Netherlands. […] [T]he nature of the applicants’ claims did not 
compel the Netherlands to provide a remedy against the United Nations in its own courts. 

[…] 

167.  The Court cannot at present find it established that the applicants’ claims against the 
Netherlands State14 will necessarily fail. 

[…] 

169.  The above findings lead the Court to find that in the present case the grant of immunity to 
the United Nations served a legitimate purpose and was not disproportionate. 

 
【別添４】中央アフリカ諸国銀行事件 フランス破毀院 2016 年 5 月 25 日判決〔抜粋〕 

Vu l’accord entre le gouvernement de la République Française et la Banque des États de l’Afrique 
Centrale (BEAC) relatif à l’établissement à Paris d’un bureau de la BEAC et à ses privilèges et 
immunités sur le territoire français, du 20 avril 1988 ; 

Attendu, selon l’arrêt attaqué, rendu sur renvoi après cassation (1re Civ., 6 novembre 2013, 

                                                        
12 UNPROFOR=国連保護軍。ユーゴスラヴィアに派遣された国連の平和維持軍。 
13 国連特権免除条約。 
14 上記の 2013 年 9 月 6 日判決に至るオランダ裁判所での訴訟のこと。 

http://hudoc.echr.coe.int/sites/fra/pages/search.aspx?i=001-122255
http://hudoc.echr.coe.int/sites/fra/pages/search.aspx?i=001-122255
http://hudoc.echr.coe.int/sites/fra/pages/search.aspx?i=001-122255
http://www.asser.nl/upload/documents/20120905T111510-Supreme%20Court%20Decision%20English%2013%20April%202012.pdf
http://www.asser.nl/upload/documents/20120905T111510-Supreme%20Court%20Decision%20English%2013%20April%202012.pdf
http://www.echr.coe.int/Documents/Convention_ENG.pdf
https://www.courdecassation.fr/jurisprudence_2/premiere_chambre_civile_568/535_25_34326.html
http://www.un.org/en/peacekeeping/missions/past/unprofor.htm
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pourvoi n° 12-20.709), qu’un conseil de prud’hommes a condamné la BEAC à payer à son ancien 
salarié, M. X..., une certaine somme à titre de rappels de salaires et de dommages-intérêts ; que 
ce dernier a fait pratiquer une saisie-attribution, le 20 avril 2010, sur le compte BNP Paribas de la 
BEAC ; que celle-ci a assigné M.X... devant un juge de l’exécution pour obtenir la mainlevée de 
la mesure, en se prévalant de son immunité d’exécution ; 

Attendu que, pour rejeter la demande de mainlevée et décider que la mesure produirait ses effets, 
l’arrêt retient que le caractère absolu de l’immunité d’exécution restreint le droit d’accès à la 
justice de M. X... et que l’atteinte grave, rédhibitoire et définitive portée à son droit à un procès 
équitable pour l’exécution d’une décision de justice, alors qu’aucun recours effectif ne lui est 
offert, justifie que l’immunité d’exécution opposée par la BEAC soit écartée ; 

Qu’en statuant ainsi, alors que le justiciable, qui se voit opposer le caractère absolu de l’immunité 
d’exécution d’une organisation internationale, dispose, par la mise en oeuvre de la responsabilité 
de l’Etat, d’une voie de droit propre à rendre effectif son droit d’accès à un tribunal, de sorte que 
le seul fait de ne pouvoir saisir les fonds de la BEAC, en France, ne constituait pas, au préjudice 
de M. X..., une restriction disproportionnée à ce droit, au regard du but légitime poursuivi par 
l’accord garantissant une immunité d’exécution à cette banque centrale pour faciliter 
l’accomplissement de ses missions, la cour d’appel a violé le texte susvisé ; 

[…] 

CASSE ET ANNULE, dans toutes ses dispositions, l’arrêt rendu le 5 mars 2015, entre les parties, 
par la cour d’appel de Versailles 

【仮訳（抄訳）】 
 中央アフリカ諸国銀行の特権免除に関するフランスと同銀行との協定に鑑み、［……］ 
 破毀院の 2013 年 11 月 6 日の判決により、同銀行が元職員 X に対する未払い給与の

支払い義務を負うことが確認されていた。その後、X はその判決の執行を求めた。 
 原審（ヴェルサイユ控訴院 2015 年 3 月 5 日判決）は、執行に関して絶対免除を認めるこ

とは、X の裁判を受ける権利の重大・致命的・決定的な侵害であり、他の何らかの実効

的な手続が存在しないのであれば、同銀行の免除を否定すべきであると判示した。 
 しかし、強制執行からの国際機構の絶対免除に直面した者は、国家責任を追及すると

いう手続を利用することができ 15、それにより裁判を受ける権利が実現されることにな

る。したがって、同銀行の任務の円滑な遂行という、上記協定の正当な目的を考慮する

ならば、同銀行の資産に対する強制執行が認められないことは、X の裁判を受ける権利

の過剰な制約を構成するものではない。 
［……］ 
 以上の理由により、ヴェルサイユ控訴院の 2015 年 3 月 15 日判決を破毀する。 

                                                        
15 この部分は、外国国家（クウェート）の執行免除との関係で、やはり給与未払いの訴訟にお

いて国家（フランス）の賠償責任を認めたフランス国務院決定 329877 号（2011 年 10 月 14
日）を前提とした判断である。 

http://arianeinternet.conseil-etat.fr/arianeinternet/ViewRoot.asp?View=Html&DMode=Html&PushDirectUrl=1&Item=1&fond=DCE&texte=329788&Page=1&querytype=simple&NbEltPerPages=4&Pluriels=True

